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はじめに

建設投資推計はわが国の建設活動の動向を出来

高ベースで把握するもので，国内市場規模とその

構造を明らかにすることを目的として作成されて

いる。

本年度においても，平成２１年６月に「平成２１年

度建設投資見通し」をとりまとめたので，その概

要について紹介する。

建設投資見通しの概要

� 建設投資見通しの概要

平成２１年度の建設投資は，前年度並みの４７

兆２，２００億円となる見通しである。

� 平成２１年度の建設投資は，政府投資が１９兆

８，４００億円（前年度比１４．１％増），民間投資が２７

兆３，８００億円（前年度比８．２％減）となる見通し

である。これを建築・土木別に見ると，建築投

資が２７兆７，６００億円（前年度比１．１％増），土木

投資が１９兆４，６００億円（前年度比１．６％減）とな

る見通しである。

� 平成２０年度の建設投資は前年度比１．４％減の

４７兆２，３００億円となる見込みである。このうち

政府投資は１７兆３，９００億円（前年度比１．４％

増），民間投資は２９兆８，４００億円（前年度比３．０

％減）と見込まれる。建築・土木別に見ると，

建築投資が２７兆４，６００億円（前年度比０．９％

減），土木投資が１９兆７，７００億円（前年度比２．０

％減）となる見込みである。

� 平成８年度に約８３兆円であった建設投資は，

その後減少傾向をたどっているが，平成２１年度

については，ほぼ前年度並みとなっている。

� 国内総生産および建設投資の推移（名目

値）

平成２１年度の建設投資が国内総生産に占め

る比率は，９．８％となる見通しである。

国内総生産に占める建設投資の比率は，昭和５０

年頃は２０％以上あったが，その後，減少傾向とな

った。昭和６１年度から平成２年度にかけて一時増

加し，その後再び減少基調となっていたが，平成

２０年度から増加に転じ平成２１年度は９．８％となる

見通しである。

� 建設投資の構成

建設投資の構成を見ると，民間住宅投資と

政府土木投資が占める比率が高い。

建設投資の構成を見ると，民間住宅投資と政府

土木投資が占める比率が高い。平成２１年度の建設
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表―１ 平成２１年度建設投資（名目値） （単位：億円，％）

年 度

項 目

投 資 額 対 前 年 度 伸 び 率

平成１８年度
実績

１９年度
見込み

２０年度
見込み

２１年度
見通し

平成１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

総 計 ５１３，２８１ ４７９，０００ ４７２，３００ ４７２，２００ ▲０．５ ▲６．７ ▲１．４ ▲０．０

建 築 ３０５，８３６ ２７７，２００ ２７４，６００ ２７７，６００ ２．９ ▲９．４ ▲０．９ １．１
住 宅 １９３，４７７ １７１，５００ １６４，５００ １５８，７００ ２．０ ▲１１．４ ▲４．１ ▲３．５
政 府 ５，９７８ ５，５００ ５，２００ ５，０００ １０．４ ▲８．０ ▲５．５ ▲３．８
民 間 １８７，４９９ １６６，０００ １５９，３００ １５３，７００ １．８ ▲１１．５ ▲４．０ ▲３．５
非 住 宅 １１２，３５９ １０５，７００ １１０，１００ １１８，９００ ４．６ ▲５．９ ４．２ ８．０
政 府 １４，４６９ １４，０００ １４，４００ ３４，６００ ▲４．２ ▲３．２ ２．９ １４０．３
民 間 ９７，８９０ ９１，７００ ９５，７００ ８４，３００ ６．０ ▲６．３ ４．４ ▲１１．９

土 木 ２０７，４４５ ２０１，８００ １９７，７００ １９４，６００ ▲５．１ ▲２．７ ▲２．０ ▲１．６
政 府 １５７，５１８ １５２，０００ １５４，３００ １５８，８００ ▲６．９ ▲３．５ １．５ ２．９
公共事業 １３９，７３１ １３４，８００ １３６，６００ １４２，１００ ▲７．４ ▲３．５ １．３ ４．０
そ の 他 １７，７８７ １７，２００ １７，７００ １６，７００ ▲３．１ ▲３．３ ２．９ ▲５．６
民 間 ４９，９２７ ４９，８００ ４３，４００ ３５，８００ １．２ ▲０．３ ▲１２．９ ▲１７．５

再
掲

政 府 １７７，９６５ １７１，５００ １７３，９００ １９８，４００ ▲６．２ ▲３．６ １．４ １４．１
民 間 ３３５，３１６ ３０７，５００ ２９８，４００ ２７３，８００ ２．９ ▲８．３ ▲３．０ ▲８．２

民間非住宅建設 １４７，８１７ １４１，５００ １３９，１００ １２０，１００ ４．３ ▲４．３ ▲１．７ ▲１３．７

（注）１． 民間非住宅建設＝民間非住宅建築投資＋民間土木投資
２． ▲はマイナス。

図―１ 建設投資額（名目）の推移

図―２ 建設投資の国内総生産に占める比率
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投資見通しでは，建設投資全体に対して，それぞ

れ，３２％と３４％となっており，この両者で建設投

資全体の約７割を占めている。

� 政府・民間別構成比の推移

平成２１年度の建設投資は，民間投資が５８％

で，政府投資が４２％となる見通しである。

バブル崩壊後，民間投資が減少する一方，数次

の経済対策により政府投資が増加したことから，

平成２年度に６８％であった民間投資の占める比率

は低下し，平成１０年度には５２％となった。

その後平成１８年度までは，民間の景気回復によ

り民間投資の占める比率が上昇したが，平成１９年

度からは政府投資の比率が上昇し，平成２１年度

は，民間投資が５８％，政府投資が４２％となる見通

しである。

図―３ 平成２１年度建設投資の構成（名目値）

（注）１． 国内総生産の平成２０年度以前は「国民経済計算」，
平成２１年度は「平成２１年度の経済見通しと経済財政運
営の基本的態度」（平成２１年１月閣議決定）および
「平成２１年度経済見通し暫定試算（内閣府試算）につ
いて」（平成２１年４月２７日）を参考に算出した。

２． 国内総生産の昭和３５年～昭和５４年までは「平成２年
基準（６８SNA）」，昭和５５年から平成５年までは「平
成７年基準（９３SNA）」，平成６年以降は「平成１２年
基準（９３SNA）」による。

図―４ 国内総支出と建設投資の関係（平成１８年度実績）

図―５ 政府・民間別構成比の推移
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� 建築・土木別構成比の推移

平成２１年度の建設投資は，建築投資が５９％

で，土木投資が４１％となる見通しである。

平成３年度以降，建築投資が減少する一方で，

経済対策により政府土木投資が大幅に増加したこ

とから，土木投資の占める比率が増加傾向とな

り，平成１０年度には５１％となった。

その後，建築投資の占める比率が高まる傾向に

あったが，近年は建築投資が６０％，土木投資が４０

％前後で推移している。

平成２１年度は，建築投資が５９％，土木投資が４１

％となる見通しである。

政府建設投資の動向

平成２１年度の政府建設投資は，前年度比

１４．１％増の１９兆８，４００億円となる見通しであ

る。

� 平成２１年度当初予算と合わせ５月２９日に補正

予算が成立したことから，政府建設投資は前年

度比１４．１％増加し，１９兆８，４００億円となる見通

しである。

� このうち，建築投資は前年度比１０２．０％増の

３兆９，６００億円，その内訳では住宅投資が５，０００

億円（前年度比３．８％減），非住宅建築投資が３

兆４，６００億円（前年度比１４０．３％増）となる見通

しである。

土木投資は前年度比２．９％増の１５兆８，８００億

円，そのうち，公共事業が１４兆２１００億円（前年

度比４．０％増），公共事業以外が１兆６，７００億円

（前年度比５．６％減）となる見通しである。

住宅投資の動向

平成２１年度の住宅投資は，前年度比３．５％

減の１５兆８，７００億円となる見通しである。

� 平成２１年度の新設住宅着工戸数は，住宅ロー

ン減税等の施策の効果が期待できるものの，雇

用情勢・所得環境の厳しさが続くと見込まれる

ため，平成２０年度より減少する見通しである。

� 民間住宅投資は，前年度比３．５％減の１５兆

３，７００億円となる見通しである。これに政府住

宅投資を合わせた平成２１年度の住宅投資全体で

は，前年度比３．５％減の１５兆８，７００億円となる見

通しである。

� 平成２０年度の新設住宅着工戸数は，前年度比

０．３％増の１０３．９万戸であった。利用関係別に見

図―６ 建築・土木別構成比の推移
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ると，持家は３１．１万戸（前年度比０．４％減），貸

家は４４．５万戸（前年度比３．２％増），給与住宅は

１．１万戸（前年度比７．５％増），分譲住宅は２７．３

万戸（前年度比３．５％減）となっている。

また，民間住宅投資は，前年度比４．０％減の

１５兆９，３００億円，住宅投資全体では，前年度比

４．１％減の１６兆４，５００億円となる見込みである。

民間非住宅建設投資の動向

平成２１年度の民間非住宅建設投資（非住宅

建築および土木）は，前年度比１３．７％減の１２

兆１００億円となる見通しである。

� 民間非住宅建築投資は，世界的な金融危機の

影響や世界景気の下振れが懸念される中で，景

気は厳しい状況が続き，企業の設備投資も厳し

い状況が続くと見込まれるため，前年度比１１．９

％減の８兆４，３００億円となる見通しである。

また，民間土木投資についても，前年度比１

７．５％減の３兆５，８００億円となる見通しである。

これにより，平成２１年度の民間非住宅建設投

資（非住宅建築および土木）は，前年度比１３．７

％減の１２兆１００億円となる見通しである。

� 平成２０年度の民間非住宅建設投資（非住宅建

築および土木）は，前年度比１．７％減の１３兆９，１００

億円となる見込みである。

このうち，民間非住宅建築は９兆５，７００億円

（前年度比４．４％増），民間土木投資は４兆３，４００

億円（前年度比１２．９％減）となる見込みであ

る。

表―２ 新設住宅着工戸数と伸び率の推移
� 着工戸数 （単位：戸）

総 計 持 家 貸 家 給 与 分 譲

平成１８年度 １，２８５，２４６ ３５５，７００ ５３７，９４３ ９，１００ ３８２，５０３
年度 平成１９年度 １，０３５，５９８ ３１１，８０３ ４３０，８６７ １０，３１１ ２８２，６１７

平成２０年度 １，０３９，１８０ ３１０，６６４ ４４４，７４７ １１，０８９ ２７２，６８０

平成２０年（１―３月） ２５３，９２４ ６９，４７４ １０２，７８８ ２，３６１ ７９，３０１
平成２０年（４―６月） ２８９，６６３ ８４，０７３ １２２，２７８ １，９１１ ８１，４０１

四半期 平成２０年（７―９月） ２９１，３０１ ９１，６０３ １１８，９３１ ３，８４７ ７６，９２０
平成２０年（１０―１２月） ２５８，５９７ ７３，３５８ １２０，７６６ ２，０１７ ６２，４５６
平成２１年（１―３月） １９９，６１９ ６１，６３０ ８２，７７２ ３，３１４ ５１，９０３

� 伸び率：前年同期比 （単位：％）

総 計 持 家 貸 家 給 与 分 譲

平成１８年度 ４．７ ０．９ ３．９ ６．９ ３．３
年度 平成１９年度 ▲１９．４ ▲１２．３ ▲１９．９ １３．３ ▲２６．１

平成２０年度 ０．３ ▲０．４ ３．２ ７．５ ▲３．５

平成２０年（１―３月） ▲９．０ ▲４．２ ▲９．６ ６６．７ ▲１３．３
平成２０年（４―６月） ▲１１．０ ▲６．７ ▲１０．１ ▲５２．９ ▲１４．５

四半期 平成２０年（７―９月） ４０．２ ２６．０ ４５．９ ４７．７ ５０．９
平成２０年（１０―１２月） ４．１ ▲７．７ ９．３ ５６．８ ９．４
平成２１年（１―３月） ▲２１．４ ▲１１．３ ▲１９．５ ４０．４ ▲３４．５

（注）１．「住宅着工統計」（国土交通省）による。
２． ▲はマイナス。
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